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特集

　社会調査によって家族のリアリティを把握するには，いくつかの困難が存在する。
　第1に，同じ行為に対する家族成員間の認知（主観的リアリティ）のズレがある。両者
を同時に対象としたダイアド・データの取得は，この問題の1つの解決策となる。第1論
文は親子関係に焦点化したダイアドデータによる研究のレビューと独自の調査プロジェ
クトの紹介，第2論文は夫婦間での認識のズレに着目した研究例になる。
　第2の問題は，刻々と変化する家族の実態や経験をどう捉えるかである。パネル調査
という方法もあるが，費用・ケースの脱落・テーマの陳腐化等の欠点がある。第3論文は，
これらの欠点を考慮して実施された回顧式質問紙調査の試みである。第4論文では，『全
国家族調査（NFRJ）』の回答者を対象とした，家族経験についてのインタビューやフィー
ルドワークのデータを，混合研究法での活用も視野に入れた汎用質的データとしてアー
カイブ化する試みを紹介する。第5論文は，4年間にわたり，子育て家族を継続的に観察す
るという意欲的な調査経験から抽出された，視点と知見の報告になる。
　さらに，誰を「家族」に含めるかという問題もある。第6論文では，近年増加する非標
準的家族の一例としてステップファミリーに焦点化し，「集団論的家族パラダイム」から
の脱却とネットワーク論の有効性を論じている。

多賀 太
関西大学文学部 教授

家族のリアリティを
調査する  工夫・成果・課題
特集担当

荒牧草平
日本女子大学人間社会学部 教授
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特集　家族のリアリティを調査する

ダイアド・データを用いて
親子のリアリティを把握する
「子どもの生活と学びに関する親子調査」の
試みから
木村治生
ベネッセ教育総合研究所 主席研究員

特 集 論 文

　親の意識や態度が子どもの成長にどのよう
な影響を与えるかを解明することは，子育てや
教育の実践に有益な情報をもたらす。また，親
の意識・態度や効果が家庭の社会経済的地位
（Socio-economic Status：SES）によって異なる
実態を示すことは，教育活動に必要なリソース
配分や適切な家庭教育を行えない家庭への介入
といった教育政策の立案・評価に欠かせない情
報となる。従来は，そうした親子にかかわるデー
タを，親か子どものどちらか一方から入手した
調査によって検討してきた。しかし，一方にも
う一方のことをたずねるには困難な内容があり，
妥当性を欠く可能性がある。そのため，1990年
代以降，親子をペアとして扱う社会調査が多く
行われるようになった。それら親子のダイアド・
データの一部は，データアーカイブでも公開され
活用できる。
　本稿は，そうしたダイアド・データを用いて
親子のリアリティを把握する方法や工夫，分析
における課題について，東京大学社会科学研究
所とベネッセ教育総合研究所が共同で行う「子
どもの生活と学びに関する親子調査」（以下，親
子パネル調査と表記）の試みを例に検討する。
　以下では，親子ペアで調査する利点について

　　　はじめに1
概観したのち，利点を生かして行われた先行調
査をレビューする。そのうえで，それら先行調
査との比較において「親子パネル調査」の特徴
を検討し，1）子どもの成長の規定要因研究，2）
親子の相互作用研究の2つの視点から現在行っ
ている研究を整理する。最後に，2）の研究が不
足していることを中心に，今後の研究の課題を
述べる。

　親子関係や親子の相互作用を分析するうえで，
親と子どもの双方のデータを関連づけるメリッ
トは大きい。たとえば，耳塚（2007a）や篠原（2011）
は，子どもへの調査だけではSESにかかわる
データ（親の職業や所得など）が得られないこと
や，本来一致すべき属性（親の学歴など）につい
ての質問で一定程度の不一致が発生することを
指摘している。これらは子どもにたずねるより，
親に聞いたほうが正確である。反対に，子ども
の意識・態度は，本人に直接たずねたほうが確
かな情報が得られる。親子ペアで調査をすれば，
一方にたずねるだけでは入手できないデータ
や，より妥当性の高いデータを得ることができ，
これまで分析できなかったテーマを設定したり，
分析の精度を高めたりすることができる。
　メリットはそれだけではない。親子間での相

　　　親子ペアで調査する利点2



社会と調査　NO.28（2022 年 3 月）

6

手に対する評価や相互作用についての認知は，
評価・認知する側にしかたずねることができない。
ここに，自己に対する認識と相手の自分に対す
る評価にズレが生じたり，相互作用に対する認
知に違いが生じたりする可能性がある。そのよ
うな二者関係や世帯内の相互作用性は，個人の
特徴には還元されない部分がある（田中，2021）。
親子の相互作用が結合（接近，適応，同化，統合）
するのか，それとも分離（競争，対立，闘争）す
る方向に働くのか，それがどのような要因から
の影響を受けるのかは，子育てや教育のダイナ
ミックな営みそのものといえ，親子ペアで調査
することによって把握できる。
　このように，分析に必要な変数の入手や妥当
性の確保，親子間の一致／不一致や相互作用の
把握などの必要から，子育てや家庭教育にかか
わるテーマでは親子をペアとした調査が多く行
われている。本稿で取り上げる「親子パネル調査」
も，その1つである。

　「親子パネル調査」の特徴を明らかにする前に，
ここでは国内の代表的な親子調査を概観してお
きたい。表1に，親子のダイアド・データを含む
先行調査を示した。これを見ると，多様な目的
や方法で実施されていることがわかるが，傾向
を次のようにまとめることができる。
　第一に，調査目的は，比較的単純に親子の意
識・行動の実態を記述することを意図している
ものと，当初から特定の目的（たとえば，学力に
対する家庭背景の規定要因分析など）を想定し
て行われているものとに分かれる。後者のタイ
プの調査は，親子間の相互作用にかかわる分析
が含まれることが多い。しかし，親と子どもを
個別に扱い単純にそれぞれのデータを記述する
ような前者のタイプの調査にも，  データ公開後
の二次分析によって親子間の相互作用に関する
成果が発表されるケースがある。表中の「報告書・

　　　先行調査の状況3

関連論文」に示した報告書や書籍の中には，ダイ
アド・データを生かした複数の論文が所収され
ている。
　第二に，調査対象については，小学校高学年
から高校生の親子を対象とするものが中心で，
幼児や大学生の親子を対象とするものは少な
い。幼児は子ども自身が回答できないという事
情があるが，大学生は親の影響という問題関心
から外れやすいのであろう。対象となる学年は
テーマに照応し，学力を含めた資質・能力の形
成などのテーマは小中学生に，進路選択への影
響などは高校生に多い。親の回答は母親による
ものが中心で，母親限定の調査もあれば，保護
者を対象とした結果，母親が多数を占めるケー
スもある。しかし，一部の調査は，父子のかか
わりや父母の相互作用の影響を見るために，父
親を対象に含めている。なお，サンプルサイズは，
国が行う調査では1万組を超えるものもあるが，
大学や研究者グループ，民間が行う場合は1000
組前後のものがほとんどである。
　第三に，調査方法などの特徴だが，これには
学校を通して行う場合と，何らかの方法で個人
（家庭）にアプローチする場合の双方がある。学
校を通して行う調査は特定の地域で行うこと
が多く，サンプルの代表性が担保されない一方で，
学級や学校から入手した変数と結合できる。調
査費用は比較的安価に済むが，学校や行政との
関係づくりが必要になる（木村，2009）。これに
対して，個人に依頼する調査は，学級や学校に
関する情報を直接入手できないこと，調査票の
回収にコストがかかることなどが課題だが，調
査主体が比較的自由に内容を設計できるメリッ
トがある。住民基本台帳などから無作為にサン
プリングする調査以外に，近年では調査会社の
モニターを柔軟に用いるケースもある。継続性
に関しては，1回限りの調査，同じ学校を追跡す
る調査，同じ個人を追跡する調査，学校も個人
も追跡する調査がある。世界的にパネル調査の
意義が広く認識されるようになっている（村上，
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特集　家族のリアリティを調査する

調査名 調査主体 調査年 調査目的 調査対象 特徴 報告書・関連論文
教育と社会に
対する高校生
の意識

東北大学文学部
教育文化研究会

1987～
2007年

現代の高校生が日本社会や学
校教育に対してどのような意識
をもっているのか，またそうした
意識の形成に対して家族や学校
がどのような影響をおよぼしてい
るのかを解明する。

仙台圏の高校2年生とその父母
に対して，20年にわたり6回の
アンケート調査を実施。各回の
サンプル数は，生徒約1,100～
1,600名，父親約700～1,200
名，母親約900～1,350名。

学校通しにより実施。仙台圏
の高校を，公立・私立，共学・
別学，普通高校・専門高校な
どの基準でグループ化し，全
体の縮図となるように高校を
選択（各回10～16校 )。

研究会サイト：
h t t p : / / w w w 2 . s a l .
tohoku.ac.jp/~kkimura/
HIGH/index-j.html，
片瀬（2005)，海野・片瀬

（2008)，神林・片瀬（2009)，
荒牧（2016)

小学生・中学
生の生活に関
するアンケート
調査

連合総合生活開
発研究所

1995年 小中学生の学校・地域・家庭に
おける生活時間，生活パターン，
母子の教育意識をつかみ，開か
れた生涯学習社会を展開する上
での課題を明らかにする。

連合組合員及びその家族の小
学5～6年生の母子（422組）と
中学2～3年生の母子（358組）。

7都道府県の連合組合員とそ
の家族。①子どもの生活時間
調査，②子どものアンケート
調査，③子 どもの母親のアン
ケート調査。郵送法。
※データ公開（SSJDA)

報告書：
h t t p s : / / w w w .
r e n g o s o k e n . o r . j p /
work /199609_01.pdf，
本田（2004)

現代核家族
調査

財団法人家計経
済研究所
（2017年に解散）

1999年，
2008年

女性の就労や家族生活をめぐる
さまざまな環境の変化をふまえ，
現在の家族生活の実態を捉える
ことを目的とする。

首都30km圏内在住で妻年齢
が35～49歳の核家族世帯（夫，
妻，小学4年生から18歳までの
長子1名）。各回約1,000世帯。

住民基本台帳から層化2段
無作為抽出法を用いて世帯
を抽出。訪問留置法によるア
ンケート調査。
※データ公開（SSJDA）

財団法人家計経済研究所
（2009)，木村・田中（2010），
東京大学社会科学研究所
附属社会調査・データアー
カイブ研究センター（2018)

21世紀出生児
縦断調査

厚生労働省
（2017年から文部
科学省と共管）

2001年～
 （継続中）

21世紀の初年に出生した子の
実態，経年変化の状況を継続的
に観察することにより，教育及
び就業に関する国の諸施策の
企画立案，実施等のための基礎
資料を得る。

2001年1月と7月の出生児。
2011年（小 4）までは保護者の
み，それ以降は子ども本人も回
答。2001年は47,015名，最新
の2020年は25,504名。

厚生労働省が人口動態調査
の出生票を基に対象者を抽
出。郵送法。2010年出生児を
対象とした調査を別に実施。

厚生労働省サイト：
h t t p s : // w w w . m h l w .
go. jp/toukei/ l is t /27-
9.html

青年期から成
人期への移行
についての追
跡研究（JELS)

お茶の水女子大学
（研究代表：耳塚
寛明）

2003～
2010年

学齢期から青年期にかけての諸
発達態様や，学校から職業への
移行過程を，現代日本の社会経
済的文脈に位置付け，家庭的背
景や学校教育的背景との関連
において理解する。

主に2つの地域の小中高校で
小3，小6，中3，高3の児童生
徒（アンケート調査，学力調査 )，
保護者（アンケート調査 )，担任・
学校（アンケート調査 )対象に
3回にわたって調査を実施。サ
ンプル数は調査回によって異な
るが，子どもは各学年約1,000
名，保護者は各学年約200～
1,000名。

学校通しにより実施。3年お
きに児童生徒とその保護者を
追跡するパネル調査。調査は
関東エリアと東北エリアで実
施。担任調査と学校調査を
行っている。

報告書（JELS第1～18集）：
ht tps : //w w w. l i .o cha .
ac . jp/ug / hss/e dusci/
mimizuka/JELS_HP，
耳塚（2007b)，中西(2017)
など。

日本子どもパ
ネル調査
（JCPS)

慶應義塾大学
パネルデータ設計・
解析センター

2010年～
 （継続中）

家庭での子育ての状況や子ども
自身の学びの様子についての詳
細な調査を行い，社会の動きと
子育ての関連性を総合的に解明
することを目的とする。

小1から中3の親子を対象に原
則2年ごとに追跡調査。子ども
は学力調査とアンケート，親に
もアンケートを実施。各回のサ
ンプルは460～850名。

日本家計パネル調査，慶應義
塾家計パネル調査の協力者
に実施（上記調査は層化2段
無作為抽出）。郵送法（一部
WEB調査）。

調査（JCPS）サイト：
h t t p s : / / w w w . p d r c .
keio.ac.jp/paneldata/
datasets/jcps，
赤林・直井・敷島（2016)

親と子の生活
意識に関する
調査

内閣府
（子ども若者・子
育て施策総合推
進室）

2011年 子どもにとって不利な要因を是
正するためには，どのような分野
に資源を投入すべきかなど，今
後の支援手法の可能性を考察す
るための基礎資料を得る。

調査時点で中3の子ども3,192
名，その保護者3,197名。

層化2段無作為抽出法（地区・
都市規模別に調査地点を決
め，住民基本台帳より等間隔
に抽出）。訪問留置・訪問回
収法。
※データ公開（SSJDA）

報告書：
h t t p s : / / w w w 8 . c a o .
go. jp/youth/kenk yu/
l i f e / h2 3 / p d f _ i n d e x .
html，
石田（2012a)，卯月（2016)，
斉藤（2016)

高校生と母親
調査

2012年高校生と
母親調査研究会
（大阪大学の研究
グループ）

2012年 高学歴化した社会と格差社会の
中を生きる高校生の進路選択の
実態と，そこへの母親のかかわり
を明らかにする。

調査時点で全日制本科の高2
生とその母親1,070組。

調査会社のモニターから抽出
した個人に実施。居住ブロッ
ク，人口規模，性別により層
化。郵送法。
※データ公開（SSJDA）

中澤・藤原（2015），古田
（2018）

中学生・高校
生の生活と意
識調査

NHK放送文化研
究所

2012年 学校生活，友だちや親との関
係，こころの状態，社会観など
幅広い領域で中高生の生活実
態や価値観を探ることを目的と
する。

全国の12～18歳の男女とそ
の父母。2012年調査は，男女
1,142名，父親969名，母親
1,230名。

1982年から開始し，2012年
で5回目。2012年は，住民基
本台帳から層化無作為2段
抽出。生徒は個人面接法，父
母は配付回収法。
※データ公開（SSJDA)

N H K放送文化研究所
（2013)，鳶島（2020)

大阪学力調査 大阪大学
（研究代表：志水
宏吉 )

2013年 児童生徒の学力の動向を時系
列的にとらえると同時に，学力
格差の事態を把握する。

大阪府内の小学校25校の小5
生，中学校14校の中2生，計
2,828名（国，算・数の学力テス
トと生活アンケート)，およびそ
の保護者801名（アンケート)。

学校通しにより実施。第1回
調査(1989年）からの継続で，
第3回調査（2013年 )で初め
て保護者アンケートを実施。

志水・高田（2016)

全国学力・学
習状況調査
（保護者調査 )

文部科学省 2013年，
2017年

児童生徒の家庭における状況，
保護者の教育に関する考え方等
を調査し，学力に影響を与える
学校・家庭・地域の取組等，多
様な観点から分析する。

2017年度は，小学校1,153校，
保護者55,167名，中学校692
校，保護者67,309名。

学校通しにより実施。既存の
全国学力・学習状況調査（児
童生徒の学力調査，質問紙
調査 )や教員・学校調査との
関連づけを行う。

国立大学法人お茶の水女
子大学（2014，2018)，耳
塚・浜野・冨士原 (2021)

学校生活と将
来に関する親
子継続調査
（JLPS-J）

東京大学社会科
学研究所
（研究代表：藤原
翔）

2015年～
（継続中 )

中学時と高校時のパネルデータ
を構築し，変化に注目した分析
から，教育期待の社会経済的格
差のメカニズムを長期的な視点
から明らかにする。

第1回調査（2015年 )の時点
で中 3の子 どもとその母 親，
1,854組。第3回調査（2019年)
は，同じ子ども941名，保護者
1,278名を追跡。

調査会社のモニターから抽出
した個人に実施。都道府県，
人口規模，性別により層化。
同じ母子を追跡するパネル調
査。郵送法。

調査（JLPS-J）サイト：
https://csrda.iss.utokyo.
ac . jp/socialresearch/
JLPSJ，
藤原（2016)，斉藤（2017)

表1　親子を対象としたダイアド・データを含む先行調査（主なもの）

※各調査のウェブサイトの情報は，2022年1月4日に確認。
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に親子の意識や行動の単純な学年比較や経年比
較もねらって幅広い学年を対象にした。マルチ
コホートのパネル調査の形式で親子のダイアド・
データを取得する調査は，国内外を見渡しても
管見の限りでは存在しない。
　調査対象は，（株）ベネッセコーポレーション
が保有する情報を用いて，地域ブロックと同社
商品の会員比率を層化して抽出している。住民
基本台帳などからの無作為抽出ではないが，事
後的に公的統計との差異を見ることで，属性の
偏りが小さいことを確認している。調査方法は，
一部を除いて郵送法で行っている。各学年1800
組前後（12学年で2万組以上）の大規模モニター
を有することも特徴の一つだが，毎回8割弱の
高回収率であること，モニターの脱落が少数であ
ること，99％以上の票が親子ペアで回収できて
いること，それらを維持するノウハウが蓄積さ
れ，運営基盤を構築できていることが強みであ
る。親子ペアの調査もパネル調査も，データの取
得や取得後の不整合票の扱いなどに複雑なプロ
セスが必要であり，今後も地道な方法論の開発
が欠かせない。
　モニターは，毎年，高校3年生が卒業とともに

2017）が，親子のダイアド・データもパネル調査
の形で継続的に取得されるものが増えつつある。

　上述した先行研究との比較において，「親子パ
ネル調査」はどのような特徴を持つのだろうか（木
村，2020a）。親子のリアリティを把握するための
工夫とともに紹介する。
　本調査は，2015年に第1回を行い，その後は毎
年1回，ベースサーベイと呼ぶ基幹調査を行って
いる。調査目的は，「親子の成長を追跡するこ
とによって，自立に必要な力が高校卒業段階ま
でに身についているのか，そのような力を身に
つけた子どもがどのようなプロセスを経験した
のかを明らかにすること」（東京大学社会科学
研究所･ベネッセ教育総合研究所，2020）にある。
ただし，個々の親子の成長（③複数時点の発達
変化）にとどまらず，学年による違い（①一時点
の学年変化）や経年での変化（②複数時点の時
代変化）をとらえることも考慮した（図1）。こ
のように，もともとこの調査には，子どもの成
長要因の解明という特定の意図があるが，同時

　　　「親子パネル調査」の特徴4

図1　各年度における調査対象者の推移
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査においても多角的に検討されてきた（たとえば，
耳塚，2007b；藤田，2008；荒牧，2016；赤林・直井・
敷島，2016；中西，2017；古田，2018；耳塚・浜野・
冨士原，2021）。SESの影響に関しては「親子パ
ネル調査」でも同様に，子どもの成績，学びの姿勢，
発達との関連（石田，2020），職業希望に与える
影響（藤原，2020），進学高校（偏差値）を規定す
る要因（木村，2020b）などが検討されている。

2）親子の相互作用研究

　これらとは別に，SESの影響を統制したうえ
で親子間の意識・態度の関連や相互作用その
ものを検討する研究もある。「親子パネル調査」
は，もともと親の関与が子どもの成長に及ぼす
影響の解明を企図していることから，親子間の
相互作用を想定した設問が多い。たとえば，子
ども票の「学習行動」の質問と保護者票の「子
どもの学習に関する悩み」を関連づけるといっ
たことが容易で，多様な問題関心に対応できる
構造になっている。こうした相互作用に注目
した研究は先行調査でも行われている（たとえば，
本田，2004；中澤・藤原，2015；鳶島，2020など）。
「親子パネル調査」 を利用した研究では，親子間
の信頼関係や子どもの学業成績を高める親の態
度（香川，2018，2020），家庭内のルール設定や子
どもがルールを守る条件（苫米地，2021）が分析
されている。
　さらに，「親子パネル調査」では，親子で共通
の質問を設けていて，そのズレの確認やズレが
生じる要因の検討が可能である。調査年によっ
ても多少異なるが，親の養育態度，子どもの得
意・苦手の認知，社会観・価値観，希望する進
学段階などは，毎回，親子共通でたずねている。
ただし，親子間のズレに注目した研究は，大﨑
（2020）が親子の希望進路の一致や変化に与え
る影響分析を行っているだけで，データが十分
に活用されているとはいえない。先行調査でも，
親子間の意識・態度の一致／不一致をテーマに
した研究（片瀬，2005；中澤，2015）や，ダイアド・デー

終了となる一方で，小学1年生のサンプルを追
加している。なお，小1から小3までは親のみの
回答で，ダイアド・データは小4以上である。ま
た，保護者票の対象は母親に限定していないが，
91～92％が母親で，父親は7～8％，それ以外（祖
父母など）は1％に満たない。このことから，親
子の分析はどうしても小4以上の母子ペアが中
心になる。また，夫婦ペアの調査が比較的安定
した関係を築く層に限定される（斉藤2020）の
と同様に，本調査の親子も良好な関係を保つペ
アに偏る可能性は否定できない。
　最後に，調査内容面での特徴を挙げる。それ
は，同じ親子ペアに，豊富な情報が集められて
いる点にある。毎年1回行う「ベースサーベイ」
（親子対象）では，生活，学習，人間関係，価値
観について幅広い項目をたずねている。その
ほかに，高校3年の卒業時には高校卒業段階で
のアウトカムを測るための「卒業時サーベイ」（子
のみ対象）を，特定学年に対して3年に一度「語
彙力・読解力調査」（子のみ対象）を行っている。
これらの項目のかけ合わせは無限にあり，親子
ペアで調査する利点を最大限に生かせる内容
になっている。

　以下では，「親子パネル調査」のデータを生か
した研究を，2つの視点から整理する。一つは，子
どもの成長を規定する要因に関する研究であり，
もう一つは親子の相互作用に関する研究である。

1）子どもの成長の規定要因研究

　「親子パネル調査」では，親にSESにかかわる
内容を豊富にたずねており，それらが直接，も
しくは親自身の意識や行動を媒介して子どもの
アウトカム（生活習慣，学習に関する意識・行
動，学業成績，進路選択，学力などの資質・能
力，価値観など）にどのような影響を及ぼすの
かを明らかにできる。こうした観点は，先行調

　　　親子のダイアド・データを
　　　生かした研究5
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時間の推移に伴う変化という要素を含めた分析
をどう進めるかも，親子のダイアド・データを
用いた今後の研究の重要なテーマとなる。それ
らは，時間経過にかかわらず一貫するのか，そ
れとも変化するものなのか。変化も結合なの
か分離なのか，方向性はさまざまに想定できる。
そうした一貫性や多様な変化に影響を与える要
因は何か，はたまた一貫性や変化がその後のア
ウトカムにどのような帰結をもたらすのか。縦
断データを用いることで，成長や発達に影響す
る要因についての因果推論の精度を向上できる
可能性がある（石田，2012b ）。また，個人の発
達に関する時系列的視点とダイアドの階層的視
点を統合する分析方法の開発も求められる（浅
野，2015）。
　先行調査と同様に，「親子パネル調査」 からも
二次分析によって多様な観点・分析手法の親
子研究を拡げたい。そのような思いから，2021
年4月には，2015年から4年分のベースサーベイ，
2017年と2018年の2年分の卒業時サーベイ，2016
年の語彙力・読解力調査のデータを，東京大学
社会科学研究所のデータアーカイブで公開した。
ここから，わが国の親子研究がさらに進化する
ことを期待している。

タの相互依存性を考慮した分析（藤原，2009；林川，
2015）が行われているが，こうした研究は全体
に少ないように思われる。
　佐々木（2020）は，ダイアド・データの調査項
目を，①回答するダイアド自身，②回答するダ
イアド内の同一個人，③回答するダイアドを含
む同一集団，④回答するダイアド内の同一個人
とダイアド外の同一個人，⑤回答する個人，⑥
ダイアド外の同一個人または集団の6つに整理し，
先行調査においてダイアドを測定単位とした項
目が少ないことを指摘している。これに対して，
「親子パネル調査」は，⑤（自分自身の意識や行動）
が多いのは同様だが，①（親子間の会話頻度な
ど），②（親の養育態度，子どもの進路希望など）
といった質問項目を含んでいて，親子間の相互
作用をテーマにした分析が可能である。しかし，
十分な検討ができていない。そうした研究によ
り親子のリアリティを把握することは，親子の
ダイアド・データを用いた研究全体の課題とい
えるだろう。

　「親子パネル調査」は，親子間での認識のズレ
や相互作用の状況を複数時点で把握している。
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特集　家族のリアリティを調査する

ダイアド・データによる
夫婦関係の把握

特 集 論 文

　個人の感情，態度，行動などは，それらを表出
する本人のみならず，他者との相互作用に大き
く左右される。とくに，長期間にわたり生活を
共にする夫婦は，意識的ではなくともあらゆる
側面で影響を与えあっている。自身の情緒の起
伏，価値観，生活習慣などが配偶者の職業，収
入，仕事上の成果，職場の人間関係などによっ
て変動することは容易に想像がつくだろう。こ
のような夫婦間の相互依存性に対応するために
は，夫と妻双方から情報収集する調査設計にし
なければならない。しかしながら，これまでの
家族研究において，夫婦間の相互依存性につい
て正面から検討する研究が十分行われてきたと
は言い難い。夫婦関係に限らず，親子関係やきょ
うだい関係など，家族メンバー間のリアリティを
理解するためには，それぞれの視点を包含する
必要があると多くの研究者が認識しているにも
かかわらず，そのような研究が実現しない理由
は何なのか。
　多くの場合，調査設計の段階で断念してしま
うのではないか。社会調査をめぐる環境は大き
く変化してきており，新型コロナウイルスの影響
によりますます厳しくなることが予想される。
そうしたなかで，回収率をさらに下げるリスク

　　　ダイアド・データの現状と課題1
を取りたくない気持ちは痛いほど理解できる。
夫婦のペアデータを収集するためには，調査対
象者を通じて配偶者の承諾を得る必要があるが，
その過程で調査拒否が増加する危険を冒してま
でペアデータにするメリットがあるのかと疑問
に思っても不思議ではない。ましてや，ペアデー
タにすることによって，調査票記述の本人確認，
回答矛盾のクリーニング，謝金を含む調査経費
などの負担も増える。そのうえ，ペアデータ調査
への参加協力者は母集団の縮図ではないセレク
ションバイアスが生じる可能性もある（Park et 
al. 2021）。
　それでもなお，家族メンバー間の互恵性の理解
を進展させるためには，夫婦や親子のペアデータ
の収集にぜひとも挑戦してほしい。ペアデータ
が蓄積されてはじめて，その方法論の評価や将来
的な改善策を議論できるが，まだ是非を問うほ
どデータが蓄積されていないのが現状ではない
だろうか。実際に，東京大学社会科学研究所附属
社会調査・データアーカイブ研究センターに寄託
された個票データのうち，2000年以降に実施され
た同一世帯の複数家族メンバーを対象とした全
国規模の調査を「ダイアド」「ペア」「夫婦」「親子」「家
族」「世帯」などのキーワードで検索すると，該当
する調査は6つのみだった1）（佐々木 2020）。その
うち夫婦のペアデータがある調査は4つである。
　これら6つの調査の全3203変数のうち，ペアと

鈴木富美子
大阪大学国際共創大学院学位プログラム推進機構 特任助教

佐々木尚之
大阪商業大学公共学部公共学科 准教授
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一方的な視点からみた「思い込みの夫婦関係」
という可能性もある。
　しかしながら，実際の夫婦，親子，友人などの
対人関係において，同じ事象をみたり経験した
りしても，それに対する感じ方や捉え方，印象
が全く異なる場合があるという経験を私たちは
日常生活で頻繁に経験している。夫婦関係をど
のように捉えるのかについて，夫と妻では認識
が異なる可能性があるとすれば，夫もしくは妻
のいずれか一方の視点からのみ夫婦像を描き出
すのでは不十分である。夫婦関係を分析する際
には，同一夫婦における夫と妻からデータを収
集し，夫婦関係を個々人の認識レベルにとどま
らず，夫と妻双方の視点から構成されたものと
して捉える工夫が必要となる。
　本稿では，夫婦ペアデータを用いて妻と夫の
双方の視点を組み込むことで，両者を対等な行
為者（アクター）として捉える試みを紹介する。
夫婦関係を「夫婦として」捉えることで，日常レ
ベルで私たちが抱くリアリティに近づくことを
試みる。

2．使用するデータと分析内容

　データは，「高校卒業後の生活と意識に関する
調査（高卒パネル調査）」の対象者とその配偶者
を対象とした夫婦ペアデータである2）。本稿では，
2018年度に収集した185組の夫婦ペアデータから，
子どもがおり，かつ，分析で使用する変数に欠
損値を含むペア票を除外した138組の夫婦を対
象とする。具体的な分析内容は以下の3点である。

Q1． 夫の子育て頻度をめぐり，夫婦間に認識
のズレはあるのか？

Q2． 夫婦間の認識のズレがあるとすれば，そ
れは夫婦の結婚満足度と関連するのか？

Q3． その認識のズレと満足度の関連は，夫と
妻で同じなのか，それとも異なるのか？

　以下，分析結果を紹介する。

なる回答者に同一の設問をしているのは403変
数のみであり，その大部分（62％）は各回答者の
意識や行動について自分自身を評価するもので
あった。もちろんウェルビーイング，メンタルヘルス，
価値観などの自己評価も夫婦間で独立していな
いため，相互依存性を考慮したダイアド分析を
行う必要がある。一方で，同一の事象について
それぞれの立場から尋ねる設問が非常に少ない
ことが明らかになった。とくに，夫婦関係満足
度や夫婦の会話頻度など，回答者を含むダイア
ドそのものを評価する設問は全変数のうちの
4％と極端に少なかった。今後，家族メンバー間
の互恵性の理解を深めるためには，複数の視点
から同一の事象について尋ねるような調査設計
が増えることが望まれる。

　ここからは家族メンバーの中でも夫婦関係に
議論を限定し，分析事例を紹介する。

1．ダイアド・データからみる夫婦関係

　夫婦（関係）に関する研究は家族社会学の中
でも関心の高いテーマである。夫婦の相互行為，
たとえば夫婦間の会話や共同行動の頻度，夫の
家事・子育てへのかかわり，家計の状況，互い
のサポートのありようが，夫婦（とりわけ妻）の
満足度，幸福度，ディストレスなどの主観的意識
とどのように関連するのかなどを明らかにする
ために，数多くの計量的研究が行われてきた。
　その際にデータとして主に用いられてきたの
が，個人を対象として収集された調査のデータ
である。これらのデータでは，基本的に「夫」と
「妻」は同じ夫婦（以下，同一夫婦）ではなく，別々
の夫婦から抽出されている。したがって，回答
者本人とその配偶者間で行われる会話時間やサ
ポートの授受などの相互行為や，それに対する
満足度などとの影響関係は，あくまでも回答者
本人の視点からみた夫婦関係である。回答者の

　　　ダイアド・データの分析事例2
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　ただし，夫婦ペアデータの強みは，同一夫婦の
夫と妻からデータを得ることで「夫婦として」
とらえ，両者のズレを抽出し，夫婦ごとの違いに
焦点を当てた分析が可能となることである。そ
こで，次は夫婦をセットにして，同一夫婦内の
夫と妻の間に夫の子育て頻度をめぐる認識のズ
レがあるかどうかを確認する。夫回答と妻回答
のズレのイメージを示したのが図2である。対
角線上に並ぶ白地のセルは，夫回答と妻回答が
一致していることを示している。その下側の濃
いグレーの部分は夫回答のほうが妻回答よりも
高いことから「夫過大評価」，その上側の薄いグ
レーの部分は妻回答のほうが夫回答よりも高い
「妻過大評価」と名づける。
　それらを用いて夫の子育て頻度をめぐる夫回
答と妻回答のズレを子育て項目ごとに示したの
が図3である。夫婦をセットとしてみると，夫と
妻の認識が一致する割合が最も高かったのは
「遊び」（53％），最も低かったは「疑問に答える」
（41％）となるなど，いずれの子育て項目につい
ても双方の認識が一致する割合は半数程度もし
くはそれ以下にとどまる。夫の子育て頻度をめ
ぐり，夫婦間には認識のズレがあること，またそ
のズレ具合も項目によって異なることがわかる。

3.2 子育てをめぐる夫婦間の認識のズレと
 結婚満足度：夫婦類型による違い
　「夫の子育て頻度」をめぐる夫婦間の認識の

3．分析

3.1 夫と妻の認識のズレ：全体的な傾向と
 夫婦ごとのズレ
　最初に，「Q1．夫の子育て頻度をめぐり，夫と
妻の認識にズレがあるのか？」を検討する。夫
の子育てへのかかわりについて，「子どもと遊ぶ
こと」（以下，遊び），「子どもの身の回りの世話」
（世話），「子どもをしつけること」（しつけ），「子
どもの疑問にきちんと答えること」（疑問に答
える）の4項目について，「ほぼ毎日（週6～7回）」
から「ほとんど行わない」の5段階で尋ねている。
これを週当たりの頻度に換算し3），夫がそれぞ
れの子育て項目をどの程度行っているのかにつ
いて，夫回答（夫自身の評価）と妻回答（妻から
の評価）の平均値をみた（図1）。全体的な傾向
をみると，どの項目についても，夫は週に平均
3～4回かかわっており，夫回答と妻回答であま
り差がみられないか，むしろ，妻の評価のほう
が高い傾向もみられる。

4.0 
3.6 3.5 3.7 

4.0 3.8 3.8 3.9 

遊び 世話 しつけ 疑問に答える

夫回答 妻回答

妻回答

夫回答 0 1 2.5 4.5 6.5

0 一致

1 一致

2.5 一致

4.5 一致

6.5

回／週

一致

妻過大評価

夫過大評価

回／週

30%

22%

24%

25%

41%

50%

46%

53%

29%

28%

30%

22%
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疑問に答える

しつけ
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夫過大評価 一致 妻過大評価

図3　 「夫の子育て頻度」をめぐる夫婦間の認識のズレ：
子育て項目別

図1　 子育て項目別・「夫の子育て頻度」の平均値：
夫回答vs妻回答

図2　 「夫の子育て頻度」をめぐる夫回答と妻回答の
ズレ（イメージ）
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　分析の結果7），個人水準では各自の認知する
「夫の子育て頻度」が1％水準で有意に，また夫
婦水準では「夫過大評価型」が5％水準で有意
な効果を示した（表1）。このことから，個々人
のレベルでは，夫と妻それぞれが認識している
夫の子育て頻度が高いと結婚満足度も高いこ
と，また，「夫婦として」みると，夫の子育て頻
度について，夫の自己評価が妻からの評価より
も高い夫婦のほうが，夫と妻の認識が一致して
いる夫婦よりも満足度の平均値が低いことが
読み取れる。

3.3  子育てをめぐる夫婦間の認識のズレと結婚
満足度の関連：夫と妻の違いに着目して

　前節の分析で明らかになった夫の子育て頻
度をめぐる夫婦間の認識のズレと満足度との
関連は，同一夫婦における夫と妻の結婚満足度
の平均値をとり，「夫婦として」の満足度を夫

ズレが確認されたことから，次は「Q2．夫婦間
の認識のズレがあるとすれば，それは夫婦の結
婚満足度と関連するのか？」について検討する。
　分析には，夫と妻のそれぞれを個人としてだ
けでなく，「夫婦として」分析するため，個人水
準と夫婦水準にそれぞれに変数を投入するマル
チレベル分析を用いる4）。従属変数は夫と妻それ
ぞれの「結婚満足度」である。結婚満足度は「結
婚生活全体」を「1．満足」から「4．不満」の4件
法で尋ねたものを反転して用いた。説明変数と
して，夫と妻のそれぞれの認識する「夫の子育
て頻度」と「妻ダミー」を個人水準に，夫の子育
て頻度をめぐる夫婦間の認識のズレから作成し
た夫婦類型5）をダミー変数化して夫婦水準に投
入した。コントロール変数として，夫婦それぞ
れの「性別役割分業意識」「1週間の労働時間」「教
育年数」（以上，個人水準），「夫婦年収」（夫婦水
準）を用いた6）。

表1　夫の子育て頻度と結婚満足度のマルチレベル分析

独立変数 基本モデル 交互作用モデル
固定効果　係数

切片 3.414 ** 3.019 **
個人水準
　夫の子育て頻度 0.021 ** 0.236 **
　妻ダミー -0.398 ** 0.012 
　性別役割分業意識 0.011 0.034 
　1週間の労働時間 -0.007 ** -0.007 **
 　教育年数 -0.003 0.002 
夫婦水準
　夫婦類型（基準：一致型）
　　妻過大評価型 -0.050 0.249 
　　夫過大評価型 -0.302 * -0.044 
　夫婦類型×妻ダミー
　　妻過大評価型×妻ダミー -0.582 **
　　夫過大評価型×妻ダミー -0.483 **

　夫婦年収 0.035 * 0.035 *
ランダム効果　分散

　個人水準 0.273 0.247 
　夫婦水準 0.171 0.184 
　ICC 0.385 0.427 

モデル適合
Log Likelihood -268.386 -291.204 

*p<.05, **p<.01
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4． まとめ：夫の子育て頻度をめぐる認識のズレ

と結婚満足度：関連の非対称性

　本稿では，「Q1．夫の子育て頻度をめぐり，夫
婦間に認識のズレはあるのか？」，「Q2．夫婦間
の認識のズレがあるとすれば，それは夫婦の結
婚満足度と関連するのか？」，「Q3．その認識の
ズレと満足度の関連は，夫と妻で同じなのか，そ
れとも異なるのか？」について，夫の子育て頻
度をめぐる夫婦間の認識のズレに着目した夫婦
類型──「夫過大評価型」「一致型」「妻過大評
価型」を手がかりに検討してきた。
　同一夫婦から取得した夫婦ペアデータである
ことを考慮せずに，夫の子育て頻度に関する夫
回答と妻回答それぞれの全体平均を比較すると，
どの子育て項目についても両者の回答にはあま
り差がみられなかったが，「夫婦として」みると，
夫回答と妻回答には認識のズレがあり，そのズ
レ具合も項目によって異なっていた。
　そこで，認識のズレをもとに3つの夫婦類型を
作成し，結婚満足度との関連の仕方が夫と妻で
異なるのかどうかを確認した。夫と妻それぞれ
についてみると，夫では夫婦類型による満足度
の違いが認められなかったのに対し，妻では夫
婦類型によって満足度に差が生じていた。妻の

婦類型ごとに比較したときの話である。そこ
で，次はさらに踏み込み，「Q3．認識のズレと満
足度の関連は，夫と妻で同じなのか，それとも
異なるのか？」を検討するため，夫婦類型と妻
ダミーの交互作用項を投入した。分析結果は表
1に示した。
　まず，妻ダミーの主効果については有意な値
を示していないことから，「一致型」の夫婦にお
いて夫と妻の間に満足度に差があるとはいえず，
ほぼ同程度とみなしてよいことがわかる。次に
夫婦類型の主効果をみると，「妻過大評価型」の
夫において係数の値が高くなっていたが有意で
はなかった。各夫婦類型の夫たちを比べると，「妻
過大評価型」の夫で満足度が高い傾向がみられ
るものの，妻との認識のズレの有無による満足
度の差はそれほどないといえそうだ。これに対し，
夫婦類型と妻ダミーの交互作用効果については，
「妻過大評価型」と「夫過大評価型」において有
意な値を示した。妻の場合，夫の自己評価が妻
からの評価よりも高い「夫過大評価型」，もしく
は妻からの評価が夫の自己評価よりも高い「妻
過大評価型」のほうが，夫と認識が一致してい
る「一致型」の妻よりも満足度は低く，夫との満
足度の差も大きいことが読み取れる（図4）。

0

0.249

-0.044

0.012

-0.321

-0.515

一致型 妻過大評価型 夫過大評価型

夫 妻

図4　 夫婦類型別 夫と妻の結婚満足度：
 主効果と交互作用効果――「一致型」の夫を基準として
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となるだろう。嶋﨑（2019）は家族過程を「個
人のライフコースの束」として捉えることを提
唱している。その際，夫婦ペアデータを用いる
ことができれば，単なる個人の集積ではなく，
相互作用する存在としての夫婦の軌跡──夫
婦のライフコースを把握することができると思
われる。
　ダイアド・データは収集上・分析上の多くの
課題を抱えている。しかし，そうしたマイナス
の側面を意識しながらダイアド・データを使用
していくことが今後の夫婦・家族研究において
重要となるだろう。夫婦や親子のリアリティに
迫るためには，相互作用する個々人をどのよう
に捉えていくのかをデータの取得レベルから考
慮する必要があると考える。


Ç�G

　本論は，「1．ダイアド・データの現状と課題」
を佐々木が，「2．ダイアド・データの分析事例」
を鈴木が分担執筆している。なお「2．」は，鈴
木（2020a）と鈴木（2020b）を大幅に加筆・修正
したものである。

	��Ù

　「2．」における「高校卒業後の生活と意識に関
する調査」と「結婚と日常生活に関するアンケー
ト」を用いた分析は，JSPS科研費， JP16H03778，
JP18K02024の助成を受けたものです。分析に
際し，東京大学・三輪哲先生，東北文化学園大学・
田中茜先生，研究会メンバーの皆さまから，数多
くのご助言をいただきました。ここに記して深
く感謝申し上げます。

場合，夫との間に子育て頻度をめぐる認識のズ
レがあると，夫と妻のどちらが夫の子育てへの
かかわりをより多く認識しているのかにかかわ
らず，夫婦の認識が一致している妻よりも満足
度が低くなっていた。また，同一夫婦内におけ
る夫と妻の満足度の違いについては，夫と妻の
認識が一致している夫婦では満足度に差がみら
れなかったのに対し，両者の認識がズレている
場合には満足度に大きな差が生じていた。この
ことは，夫婦間の認識のズレと結婚満足度との
関連が夫と妻で非対称であること，具体的には，
認識がズレていることが満足度の低さと関連す
る可能性があるのは妻のみであることを示唆し
ている。
　今回は夫と妻の双方の回答からなる夫婦ペ
アデータを用いることで，夫婦の「現在（いま）」
をよりリアリティをもって描くことを試みた。
今後の課題として以下の2つを挙げておく。
　ひとつは，「妻過大評価型」「一致型」「夫過大
評価型」とは，どのような特徴をもつ夫婦なのか，
その具体的な夫婦像を主観的・客観的変数から
描き出すことである。その過程において，今回
の分析で見いだされた課題「夫過大評価型と妻
過大評価型という内容の異なる認識のズレがい
ずれも妻の満足度の低さと関連していたのはな
ぜなのか？」を解明する手掛かりを得られるの
ではないかと考える。
　もうひとつは，認識のズレがあると，夫婦はそ
の後どのようになっていくのかを明らかにする
ことである。この課題については，今後，夫婦
ペアデータをパネル化していくことにより，ズレ
を内包した夫婦が辿る軌跡を捉えることが有効


